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「高齢化社会」における家族研究をめぐって
一一一調査研究のための素描一一ー
はじめに
「高齢化社会Jl)の到来と老人2)扶養の問題は，
日本社会が今世紀末から来世紀にかけて真剣に
取り組まなければならない課題の一つである。
ところで，老人扶養というのは，①経済的扶
養，②身体的介護，③精神的援助の三つが主要
なものとなっている3)。そして，その扶養を担
う主体は，①年金その他の社会保障給付や生活
保護などの公的扶養，②ホームへyレパ一等によ
る公的サーピス，③家族や親族による私的扶養
とに分けられるようである。さらに，この動向
をみると「家族や親族による私的扶養から国や
地方自治体による公的扶養へとその重点が移り
つつあるのが世界の趨勢である。しかし，今日，
社会体制のいかんを間わず，経済的・肉体的・
精神的自立が困難な老人にたいして，家族や親
族からの援助が与えられない国は lつもないJ4)
清 水
?
昭
といわれている。
そこで，本稿では，先ず人口，家族の面から
みた「高齢化社会」の将来像を概観し，しかる
のちに「高齢化社会」における老人の私的扶養
を担っている家族の研究意義および最近の研究
成果と課題について先学の調査研究を整理し，
今後の調査研究のための覚え書きとしたい。
1. 1人口老齢化」と老人の「同居」・「別居」
の将来予測
「人口老齢化」とは，人口における老人人口の相
対的増加を意味し，老人人口自体の絶対的増加
と区別されている。一般に「人口老齢化」は，
死亡率の低下と出生率の低下によってもたらさ
れることになるが，今日までの先進国の経験に
よれば，出生率の低下があずかつて力があった
といわれている。このことを人口学者は， 1人
口老齢化の経験法則」とよんでいる。
1) 1高齢化社会(aging society) とは，総人口における老人人口の割合が次第に増大していく社会のことであ
る。そして高齢社会とは (aged society)とは老人人口の割合があるところまで増大しつくして，そのような状
態に落ち着いた社会のことであるJ(岡崎陽一， If'高齢化社会への転換d1， 207ペー ジ，広文社， 1977)と定義され
ている。
2) 老いを自覚し，自分自身が老人になったと感ずるのは，各個人の精神的・身体的状況の違いや家族ないし社
会のなかでの地位や担っている役割によっても当然異ってくる。従って，暦年齢によって老人人口を一律に年齢
でもって区切ることは適切ではないが，ここでは，一応統計上の操作概念として65歳以上の人口を老人人口とし
ておきたい。
なお， 1975年に総理府老人対策室が実施した「老後の生活設計に関する調査」によれば，老人とは 170歳以上」
のものをいうが37.0%，165歳以上Jのものとするが33.4%という結果がでている。
3) 袖井孝子， 1老人扶養と家族関係j，森岡清美編， If'新・家族関係、学J，241~273ページ，中教出版， 19740 
「貧困苦j，1病気苦Jと「孤独苦Jは，老人の三大苦痛といわれている。これをいかに緩和ないし解消するか
が老人扶養の問題とかかわってくるわけである。しかし，これらの三大苦痛は，年齢的に多少のずれをもって発
生してくる。従って，近年，老人を youngerold， old， older old位の発達段階に分けて老人扶養の実態を明ら
かにするとともに，その対応策を考えるべきではないかといった意見も提示されているようである。
4) 袖井， 1老親の扶養j，山根常男，森岡清美，本間康平，竹内郁郎，高橋勇悦，天野郁夫編， If'テキストブ、ツ
ク社会学 (2)家族d1， 152ペー ジ，有斐閣， 1977。
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ところで，わが国の「人口老齢化」は， 1955 
年頃から進行しはじめ5)， 1975年に7.91，%を示
しているが，先進国の「人口老齢化」と比べれ
ば，まだ若い人口国である。しかし，厚生省人
表1 出生率と死亡率の推移 (0/00) 
年 次|出生率!死亡率
酬明治紛| 32.4 20.8 
1920(大正 9) 36.2 25.4 
1930(昭和 5) 32.4 18.2 
1935( 10) 31. 6 16.8 
1947( 22) 34.3 14.6 
1950( 25) 28.1 10.9 
1955( 30) 19.4 7.8 
1960( 35) 17.2 7.6 
1965( 40) 18.6 7.1 
1970( 45) 18.8 6.9 
1971 ( 46) 19.2 6.6 
1972( 47) 19.3 6.5 
1973( 48) 19.4 6.6 
1974( 49) 18.6 6.5 
1975( 50) 17.1 6.3 
1976( 51) 16.4 6.2 
1977( 52) 15.4 6.1 
(資料〉 厚生省統計情報部，
『人口動態統計』。
西欧諸国の老齢人口比が， 15~16，%どまりで
あることを考えると，わが国の「人口老齢化J
表2
年
口問題研究所の将来人口推計によれば， 2000年
には，西欧水準なみの 14.26，%となり， 2015年
には18，%台に上昇し，その後，横ばいになると
予測されている(表1，表2参照〉。
老人人口の推移と将来推計 (単位:千人)
次 総人口 田歳以上 l総人口同
人口する(割%合〉
1870(明治 3) 36，288 2，429 6.69 
1900( 33) 43，785 2，378 5.43 
1920(大正 9) 55，963 2，941 5.26 
1930(昭和 5) 64，450 3，064 4.75 
1935( 10) 69，254 3，225 4.66 
1947( 22) 78，101 3，745 4.79 
1950( 25) 83，200 4，109 4.94 
1955( 30) 89，276 4，747 5.32 
1960( 35) 93，419 5，350 5.73 
1965( 40) 98，275 6，181 6.29 
1970( 103，720 7，331 7.07 
1975( 50) 111，934 8，858 7.91 
1980( 55) 117，563 10，436 8.88 
1985( 60) 122，333 11，909 9.74 
1990( 65) 126，280 13，909 11. 01 
1995( 70) 130，065 16，503 12.69 
2000( 133，676 19，061 14.26 
2005( 136，473 21，084 15.45 
2010( 85) 138，102 23，096 16.72 
2015( 90) 138，724 25，713 18.54 
2020( 95) 139，067 26，158 18.81 
2025( 100) 139，491 25，272 18.12 
(資料) 1870年， 1900年は，厚生省人口問題研究所岡崎
陽一推計。 1920-1975年は，国勢調査， 1980年以
降は，厚生省人口問題研究所 (1976年11月〕推計。
は，かなり進展することになる。しかも，減速
経済下でこの問題に対処しなければならないと
5) rわが国では明治以来，老年人口の増加は経験してきたが，戦前においては年少人口が相対的にも増加傾向
にあったため，人口の老年化は全く経験したことがなかった。人口の老年化は，戦後に始まった未経験の新しい
事実であるということができるJ(山口喜一， r人口学からみた老人問題j，湯沢務彦編， w老年学入門j]， 14-15 
ベージ，有斐閣， 1978)。
6) 馬場啓之助，rw老後生活の将来像』展望作業の課題j，30-41ペー ジ， w季刊・老人問題J]，第1巻第1号，1976.
1。
7) 経済企画庁経済研究所編， w経済分析j]，第63号， 1976.11。
8) しかし， r社会保障が充実して福祉社会が成立しても，わが国の福祉社会は欧米諸国とは異なって高齢者の親
族同居の生活形態は持続していくものと考えられるJ(馬場， r前掲論文j，35ページ〕との見解もある。
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表 3 老人の同居率の推移と
将来推計 (%) 
年 次 同居率
1960(昭和35) 81. 6 
1963( 38) 79.9 
1966( 41) 80.4 
1968( 43) 79.5 
1969( 44) 80.3 
1973( 48) 76.5 
1974( 49) 74.7 
1980( 55) 66.5 
1985( 60) 63.4 
1990( 65) 61. 8 
1995( 70) 59.2 
2000( 75) 57.0 
2005( 80) 53.3 
20l0( 85) 49.1 
2015( 90) 46.9 
2020( 95) 46.9 
2025( 100) 46.3 
〈資料) 1960年， 1963年は，厚生省『高齢者
実態調査報告』。
1966年は，総理府『老人福祉に関す
る世論調査』。
1968年は，厚生省『高年者実態調査』。
1969年は，総理府『老後の生活に関
する世論調査』。
1973年は，総理府『老人問題に関す
る世論調査』。
1974年は，総理府『老後の生活と意
識に関する調査J。
1980年以降は，経済企画庁経済研究
所システム分析室の推計。
(注) 1974年までは65歳以上， 1980年以降
は60歳以上の老人の同居率。
いう困難な課題をかかえていることになる九
つぎに，老人の同居率の推移をみると， 1960 
年代から今日に至るまで，ほぼ80%から75%謹
度へと若干減少してきているが，あまり変化し
ていないことがわかる。しかし，経済企画庁経
済研究所のシステム分析調査室の推計7)によれ
ば， 1995年に60%を割り， 2010年に50%を割り，
2025年には46.3%になると予測している8) (表
3参照〉。しかし， わが国の同居率は， 21世紀
に至っても，まだ西欧諸国と比較すると高い率
を示しているといえよう 9)。
2. r商齢化社会」における家族研究の意義
老人扶養の趨勢が，私的扶養から公的扶養へ
と重点が移行しつつあり，わが国に特徴的であ
った老人との同居慣行も徐々に希薄化してくる
という予測がなされているなかで，家族を研究
する意義は，どこに存するのであろうか。
那須宗一教授は， r老人の身の廻わりの世話
や病気の看護にたいする家族的サービスが，社
会福祉の充実によって社会化され，整備された
としても，なお個別老人への子どものサーピス
援助はなくなるものでない。たとえば，日常的
サービスでは社会福祉によって肩がわりできて
も，不時の事故や病気や祝いごとなどの家族的
行事に必要な看護や家事労働の援助は公的機関
に肩がわりはできないからである。しかも，現
代家族にとって本質的な固有の機能たる愛情に
もとづく情緒的役割 (affectionalfunction)に
いたっては，いかなる公的機関によっても代替
しがたいものである」聞と述べている。
また，布施鉄治教授は， r老人層の生活その
ものが，その土台とするところの経済的生活基
盤Jlllの問題が「現実の家族のあり方=家族類
型J12) の中に含意せられるという点で「老人生
活を考えるさい，その家族のあり方，世帯のあ
り方を抜きにして論ずることはできないjl3) と
9) デンマーク，アメリカ，イギリスについては， Shanas， E.， Townsend， P.， Wedderburn， D.， Friis， H.， 
Milh<tj， P.， and Stehouwer， J.， Old People in Three lndustrial Societies， p.186， Routledg巴 andKegan 
Paul， 1968.を参照。なお，わが国の同・別居の将来展望に関する見解は，付表を参照されたい。
10)那須， r老人扶養研究の現代的意義J，那須宗一，湯沢薙彦編， W'老人扶養の研究~， 12-13ペー ジ，垣内出版，
1970。
1l)W'農村社会における「家」の解体と老人生活~，北海道大学教育学部産業教育計画研究報告書，第16号， 23ペ
ジー， 1978.70 
12) W'前掲報告書~， 23ペー ジ。
13) W'前掲報告書~， 23ペー ジ。
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述べている。
すなわち，那須教授は，家族機能の本質論か
ら老人の私的扶養研究の現代的意義を論じてい
るのに対して，布施教授は，老人生活の諸相は，
「家族類型」の分析を通じて明らかにすること
ができるという立場14)から家族研究の意義を強
調しているように思われる。
いずれにせよ，かかる見解は， r高齢化社会」
ないし「老人問題」を考察する際に，家族研究
の意味が依然として重要であることを示唆した
ものとして受けとめることができょう。
3.老人家族の研究をめぐって
「高齢化社会」における家族研究の意義を明ら
かにしえたので，つぎに老人家族に関する最近
の調査研究の動向についてみてみたい。
(1) 調査研究方法の動向
ここでは，国・地方自治体が実施した調査に
限定し，しかも老人一般に関するものの調査研
究方法の動向について検討してみたい。
調査票の設計と調査対象者についてみると，
従来，個人票で，一定の年齢層(例えば20歳以
上の男女とか50歳以上の男女等〉を対象にした，
しかも同一調査票を用いて調査を実施するもの
が多かった。しかし， 1971年に東京都が実施し
た「東京都老人福祉基礎調査」は，個人票と世
帯票とに分け， 60歳以上の者を対象にする調査
と同時に別途個人票による「老後に関する意識
調査」を30歳以上59歳までの者を対象に調査し
ている。また， 1974年に総理府が実施した「老
親扶養に関する調査」は，親を扶養する立場に
ある者(30歳以上49歳以下の有配偶の男，30歳以
上49歳以下の男の配偶者〉と子に扶養される立
場にある者 (60歳以上74歳以下の男女〉とに分
けて，異った調査票(いずれも個人票〉により
調査を行っている。さらに，この両者の調査に
共通していることは，いずれも面接聴取の方法
によって実施されていることである。
要するに，個人票と世帯票とに調査票を分け，
世代別の実態と意識をも明らかにしようとする
工夫が調査設計上なされてきている。この点が，
最近の調査研究方法の動向として指摘できるこ
とである。
(2) 調査研究の成果
同・別居の理由，同居率の高さと世代聞の近
住度および接触頻度，別居している老親と子供
との経済的援助・サーピスの交換等について
は，すでに多くの研究成果の集約がなされてい
る15)。
そこで，ここでは， 1977年に総理府が実施し
た「老後生活への展望に関する調査jl6)のうち
家族に関する調査研究をとりあげ，最近の調査
研究の成果の一端をみてみたい。
夫婦の健康状態あるいは加齢による家族状況
の変化と対応した「同居ム「別居」志向につい
てたずねた調査結果をみると，元気なうちは
「別居」を望む者が約3割を占めている。しかし，
身体が弱くなったに配偶者を失った段階では
14)布施教授の考え方は f-?Jレクス・レーニン主義的家族社会学の対象(婚姻・家族関係の発展の法則性，傾
向，見通し)となる第三の大きな部門も，あらゆる社会現象が有している一般的な面と特殊な面とをもっている。
そのため，ここにおいても社会学的研究が，民族誌学的研究や経済学的研究などと異なってはいるものの，これ
らと密接にかみあって，互いに作用し合っている。その上，結婚と家族に関する真の社会学的研究は，これらの
社会現象のみの認識に限られずに，これらを通じて，もっと広い社会構造とその法則性の奥底を極めることなの
である。 p・Jレィピッキー(ポーランド〉が，いみじくも言っているように『家族社会学一一品これは社会全体を
研究し，その歴史を研究するための，かけがえのない拡大鏡である，j]J(ア・グリVレチェフ，守谷弘壬訳， Iソ連
邦における結婚と家族1，15ペー ジ，創元新社， 1967)および「家族構造の比較研究は，たんに“家族"の内部
構造を問題とするばかりではなく，その内部構造は，その単位の外的な条件，組織と密接に関連しているもので
あり，当然，拡大されたパースベクティブとしてとらえられることになる。このことと，一方，家族集団という
ものは，人々にとって第一義的な社会集団であり，その集団構造には，その人々の社会集団形成における志向，
性向といったものが凝集された形で内在するものであり，その意味で，その人々の社会学的価値観一一家族に限
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表4
夫婦がそろって元気でいるとき
夫婦のどちらかの身体が弱くなったとき
夫婦のどちらか一人になったとき
る。
つぎに， r同居j，の内容を， r住居j，r家計j，
「食事」の面からみた調査結果によれば， r同
居」の内容が，かなり変化してくることが考え
られる18)(表5参照〉。
「同居」する場合の「同居」相手の希望をみる
「別居」志向は，約1割になってしまっている
(表4参照〉。
この調査結果について三浦文夫氏は， r現在
30歳以上の人びとの場合ですら，同居志向は可
成り根強く残っていて，欧米の場合の別居志向
とは異ったタイプを示しているj17) と述べてい
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さらに，子の親に対する扶養義務意識につい
てみると， r親が年をとったら，子が親の世話
をするのはあたりまえである」が43.9%， r子
に余裕があれば，親の世話をするのがよい」が
36.5%， r無理をしてまで子が親の世話をする
必要はない」が19.2%となっている。
と， r息子夫婦」とがよいとする者が55.1%，
「娘夫婦」がよいとする者が21.1%となってお
り，まだ男子志向，息子志向が強いようである。
「別居」しなくてはならなくなった場合の希望
をみると，親族交流ができる近距離での「別居J
を望んでいるようである(表6参照〉。
定されず近代社会における集団の形成，維持の原動力ともなっている一ーを考察する上に，家族の分析は重要な
意味をもつのである。ここに本書で取り扱う家族研究というものが匁たんに家族という小集団のみを考察するの
ではなく，むしろ，家族というものを素材として，広く社会構造の研究に役立てたいという意図をもつものであ
ることが明らかになろうJ(中根千枝， 11家族の構造ム 27~28ベ円ジ，東京大学出版会， 1970) との見解とある種
の共通性があるといえよう。
15)清水新二罪「老年期の家族関係ム湯沢編， 1前掲書.J]， 65~81ページ.を参照されたい。
16)この調査は，全国の30歳以上55歳未満の男女10，OQO人を対象にして調査したものであり，これから老後をむ
かえる人たちの意識をみる上で参考になると思う。
17)総理府老人対策室， 1昭和53年老人問題シンポジウム一一主論(講演〉要旨 .J]， 7ペー ジ， 1978.10.30。
18)直井道子氏は，r同・別居，扶養・非扶養の二分法にとどまらず，ある程度連続的な尺度で，家族扶養をとら
えなおすJC直井，r老人の家族扶養と社会変動J，1第20回日本老年社会科学大会報告要旨.J]， 15ペー ジ， 1978)こ
との必要性を強調している。
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表6 別居の場合の希望 C%) 
総数123251主的ごPl都渋??流出22dlとおも 1不明
&316 I 58.5 29. 1 I 12.1 I 0.3 
以上のことから， i同居」志向は，依然とし
て強いが， i同居j，i別居」の内容に変化のき
ざしがみられること，扶養意識は，義務的なも
のから子供の生活条件しだいということに変わ
ってきている等々が最近の研究成果1めとして列
挙しうることではなかろうか。
4.今後の課題一調査研究のための素描ー
最近の調査研究の動向からみて，今後の調査
研究のための素描を示すとすれば，①老人人口
構成比および家族類型に地域的差異が存在して
いることを考慮した調査を実施すること，②階
層別に老人扶養のあらわれ方がちがうかどうか
を明らかにすること，③「同居j，i別居」に至
る経過を明らかにすること，④「同居j，i別居」
の内容に変化があらわれていることを考えると，
「隠居制j20)を老人扶養の観点で再検討すること，
⑤別居子との親族交流については，親族交流の
頻度だけではなく，内容別にみた親族交流の状
況21)を把握すること，⑥人口移動の変化22)との
関連で老人扶養の問題を考えること，⑦ライフ
・サイクノレの諸段階との関連で老人扶養の問題
を追究すること23)，⑧世代聞の意識と実態24)を
明らかにすること，これらの課題が究明できる
ような⑨調査票および調査設計をすること等々
が，私的扶養研究の一端を担っている家族研究25)
の課題ではなかろうか。
19)東京都の場合については， r①子供との別居世帯の増大，非被養世帯の増大，②子供との同居世帯内部にお
ける別居的傾向の増大，③老人の相対的経済的自立性の増大(年金受給者の増大)，④都市居住歴の長い老人の
増加による精神的扶養の必要性の減少，⑤同居世帯における，子世代の親世代への依存の増大j(直井『前掲報
告要旨d]， 15ページ〉等が，家族扶養の変化の動向として指摘できるという。
なお，わが国の場合，まだ「同居」志向が強いといわれている。その点に隠しては，上子武次，増田光吉編著
『三世代家族d]，垣内出版， 1976. を参照されたい。
20)この点に関しては， r最近隠居慣行を老人福祉ないし老人学 Cgerontology)の立場で研究する者も少なくな
いjC竹田旦， r隠居j，青山道夫，竹田旦，有地享，江守五夫，松原治郎編， IF講座家族第2巻家族の構
造と機能d]， 329ペー ジ，弘文堂， 1974)との指摘があるし，かかる観点からの研究として，岡村益， r農村にお
ける老親扶養と隠居市Ijj，那須，湯沢編， IF前掲書d]， 100-168ページ.を代表例としてあげることができょう。
なお， r隠居制」の諸類型については，大関知篤三，r家族j，大間知篤三，岡正雄，桜田勝徳，関敬吾，最
上孝敬編， IF日本民俗学大系第3巻社会と民俗(1 )d]， 203-232ペー ジ，平凡社， 1962.大間知， r志摩船越の
隠居複世帯制j，文化財保護委員会編，IF志摩の年齢階梯制d]， 67-107ペー ジ，平凡社， 1965 および竹田 旦， IF民
俗慣行としての隠居の研究d]，未来社， 1964.等を参照されたい。
また，森岡清美教授は r高年者の福祉にとって，同居単位のあり方ばかりでなく，既婚別居子を含む分居型
拡大家族での家族関係が重大なかかわりをもっている。三世代世帯など同居型拡大家族における同居型扶養とあ
わせて，分居型拡大家族における分居型扶養の実態を解明するのが，今後の大きい課題といわなければならない
のであるj(森岡， r家族構成の変化と家族関係j，IFジュリスト増刊総合特集第12号高齢化社会と老人問題d]，
34ペー ジ，有斐閣， 1978.11)との指摘もある。
21)地域社会研究所編， IFコミュニティ第9号 家族と親族d]，国勢社， 1966.および『コミュニティ 第46号
親族問題の諸相d]， 1976. を参照されたい。
22)最近，人口移動の面で ruターン」とかrJターン」といったことが問題になってきているが，社会工学研
究所の調査によれば r①Uターン者はその帰県要因によって次のようなパターンに分けることができる。
fA-1 自主的「家」志向型A r家」志向型…-…...(~~~ ~ ~~~:J _: :~_j r~I~4~~=lt (40-50%) ~A-2 あきらめ的「家j志向型
f B-1 都会みかぎり型
B 都会否定型………… (30-40%) tB-2 都会不適応型
C 地元志向型・・…………......・H ・..地元発展型 ( 5-10%) 
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②「家」志向型とは「親や肉親の世話」や「結婚や養子」といった伝統的な「家」のため帰県する者で，その中
には自主的に家を継ぐため帰る者と，本心では都会志向であるが止むをえず帰る者が含まれる。③都会否定型と
は，一応は都会に出たものの，都会を嫌って帰県する者で，自然環境や生活環境の劣悪さ故に，都会を見限って
郷里を再評価して帰る者と，都会の職場や人間関係に適応できなかったり，健康を害して止むなく帰県する都会
不適応型が含まれる。④地元志向型とは，地元発展のためや，郷里こそ自分の生きる場所であるとの強い認識の
もとに帰る者をいう。⑤Uターン者の内部構造を概観すると，属性では長男・長女が5割， 1奇県決定時期では出
県する前から「帰るつもり」でいたものが4割， i帰らないつもり」を変えたものが2割，帰県理由では，結婚
・養子といった家族的要因が4割，都会の地域環境悪化や職場不適応，健康悪化といった都市拒否要因が4割，
地元の発展を望む積極的要因が1割弱などであり，これらを総合すると，バターン別に上記の如き比率が推定さ
れるJ(社会工学研究所， [j"人口のJ• Uターン現象における要因構造分析d]， 321ペー ジ， 1976)と指摘している。
この点は，今後の調査研究に際して十分注意しておかなければならないことであろう。
23)中鉢正美編， [j"高齢化社会の家族周期d]，至誠堂， 1976. を参照されたい。
24)中鉢正美編， [j"家族周期と世代間扶養d]，至誠堂， 1978.および塚本哲， [j"老人と子どもd]，ミネノレヴァ書房，
1978. を参照されたい。
25)私は，老人扶養の問題をすべて私的扶養によって解決せよと主張しているわけではない。 この点について
は，すでに「家族・親族が急激な社会の変化によって必ずしも十分にその機能を果たしえなくなったことと，国
家がその任務を十分に果してこなかったことが，高齢者の問題を一段と深刻化させたといえよう。しかし，今後
は，心の交流については家族・親族に依存する新しい親族関係 (kinshiprelation)を確立するとともに，経済
的扶養は国家の福祉制度・社会保障に依存するという体制を確立していかなければならないであろうJC清水浩
昭， i高齢者世帯の動向と問題点ム小倉裏二，小松源助，高島進編， [j"社会福祉の基礎知識d]，307ページ，有斐
閣， 1973)と指摘していることを付言しておきたい。
付表 老人との同居・別居についての将来展望に関する見解
研究者名，論文題名，論文
掲載書名，誌名，発行所，
刊行年
松原治郎， [j"核家族時代d]， I 
日本放送出版協会， 1969年。l
那須宗一，I老人扶養の現代
的意義J，那須宗一，湯沢嘉
彦編， [j"老人扶養の研究d]，
垣内出版， 1970年。
内 容
「末老期の身体的看護がどうしても必要になる段階はともかくとして，子ども
たちの独立の当初において別居という形の核家族単位への世帯分化の傾向は，
時代の必撚といえるが，そうなると，その場合の親子両世代聞の家族聞のかか
わりあいについて，新しい生活様式が要求されてくるJ(194ページ)0i核家族
化，別居化が，これまでの家父長的な直系家族制度からのがれるという意識だ
けが先行して，核家族の孤立につながっていることは危険である。私は，日本
でのこの傾向は，核家族化の過渡期の様相であって，やがて本格的核家族時代
には，もっとスマートな親族聞の接触交流のマナーが生み出されるにちがいな
いと信じている。居住の物理的・空間的条件も，あるいは交通・通信的条件も，
いずれ欧米並みの状態になるであろうし，核家族化が，老人の物理的にも精神
的にも『隔離』でない『独立』になる日がくるであろうJ(199~200ページ)。
「日本では，結婚したこどもの家族と最初から同居している一子定着型の扶養
形態が現在ではもっとも安定した同居扶養のようである。将来は，親子聞の居
住地域の移動性や職業的移動性， とりわけ家族の生活文化 (familycultur巴〕
の変容とのかかわりを検討することによって家族居住形態の方向性をさらに明
らかにする必要があろう。…・・いずれにしても，日本の家族扶養の同居形態は，
もはや家父長的直系家族の規範では現実の社会変動に対応できない。これから
は親子が相互に自由選択した同居であり，同居の子どもの性別，順位には固執
せず，親が権威的に支配しない対等の役割交換があり，なかんずく老人への情
緒的援助が確保される方向性をもった修正直系家族 (modi五edstem family) 
的規範が喝人の家族扶養の居住形態のなかに普遍化する可能性があるように思
えるのであるJ(15~16ページ)。
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馬場啓之助，1If'老後生活の 「わが国の両齢者の親族同居の生活形態はそう急激には変化しない。同居率は
将来像』展望作業の課題J， ゆるやかな減少傾向を示すが，昭和60年になってもほぼ70%前後を維持するも
『季刊・老人問題J]，第1巻 のと想定され石。社会保障が充実して福祉社会が成立しても，わが国の福祉社
第1号，総理府老人対策室， 会は欧米諸国とは異なって高齢者の親族同居の生活形態は持続していくものと
1976年9月。 考えられる。しかしながら親族扶養依存の高いわが国の特徴は，このまま温存
されるものとは思えないし，またそうであることは望ましくもない。社会保障
と親族扶養依存とはもちろん負の相関にたっている。社会保障は高齢者の経済
生活fζ関する限!J，その扶養の社会的組織化を意図するものであり，それが充
実していけばそれだけ親族扶養に依存すQ必要を削減していくものと思われる
からである。福祉社会になっても親族同居率が依然高い社会は考えられるが，
経済的不安のために親族扶養に依存するものが多い状態は縮減していくものと
恩われるj(35ペー ジ〉
岡崎陽一，I日本の人口構成 「老人問題が論じられる際にしばしば論議されるのは同居・別居の問題である。
の変化j，W経済評論J]，第26 その中で戦前は直系大家族制が行なわれ同居が普通であったから問題は少なか
巻第12号，日本評論社， ったが虫戦後夫婦家族制に移行したために同居..'iJIJ居の問題がむずかしく考え
1977年12月。 られるようになったという見解がしばしば述べられている。しかし，この見解
は間違いではないにしても，今日|司層別居の問題が広く論じられるようになっ
た背景に十分な考慮を払っていないように恩われる。現在われわれが当面して
いる事態は，平均寿命が延びて老人人口が増加しつつあること，平均子供数が
縮小して親世代と子世代が数的に一対ーの対応関係になりつつあること，した
がって子世代は一定期間必ず，同居すべき親世代をもつことになるというファ
ミリー・サイクノレが形造られているという事実である。
このような現実のもとにおいて，われわれは同居か別居かの二者択一の問題
を論じるのではなく，その中間的な合理的な老親世代と子供世代の共存形態の
開発のために努力しなければならないであろうj(26ペー ジ〉。
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